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1．はじめに

原稿を執筆している現在は 2023 年１月で
あり、まもなく、農地中間管理機構が掲げた

「担い手の農地利用が全農地の８割を占める
農業構造を実現」するという目標年度の
2023 年度になる。農林水産省が発表した

「都道府県別の担い手の農地集積率」の最新
版データ（2022 年６月）をみると、2021 年
度の全国集積率は 58.9％であり、2014 年度
の 50.3％から上昇したとはいえ、８割に到達
するまではかなり時間がかかりそうである。
そ も そ も 集 積 率 が 高 い 北 海 道（2014 年
87.6％、2021 年 91.4％）を除いてみると、全
国の 58.9％より集積率が高い県は、佐賀
71.0 ％、 秋 田 70.6 ％、 山 形 69.0 ％、 福 井
68.4 ％、 富 山 67.8 ％、 新 潟 65.9 ％、 滋 賀
64.9％、石川 63.7％、宮城 61.8％の順となる。

こうした結果となっていることについては、
地域の農業的実態と深く結びついていること
が考えられる（1）。

本稿で取り上げる岐阜県の集積率は、2014
年度の 30.7％から 2021 年度 39.3％へと 8.6 ポ
イントと上昇した。2021 年度の集積率は全
国で 26 位、2014 年度から 2021 年度にかけ
ての集積率の増加ポイントを高い順にみると、
岐阜県は全国 23 位であり、わかりやすく表
現すると中間くらいの成績ともいえる。決し

て高い実績とは言えない集積率とはいえ、農
業の地域的特徴と状況を踏まえた取り組みを
展開していると思われる。

そこで、本稿では、第１に、岐阜県におけ
る農業的な特徴と、農地中間管理事業におけ
る推進体制と取り組み内容について整理す
る。

第２に、農地中間管理事業に関する全体の
実績と地域的差異を検討したうえで、第３に、
地域ごとの先進事例の取り組みを確認し、最
後の第４に、今後の展望を考察することにし
たい。

２．岐阜県農業の特徴

岐阜県は、岐阜地域、西濃地域、中濃地域、
東濃地域、飛騨地域の５地域に分けられる

（図１）。岐阜地域に属する市町のほとんどは
都市的地域に分類され、2020 年における田
面積は県内の田面積の約 19.4%を占める約
8,200haである。西濃地域内の市町の多くは
平地農業地域であり、全ての市町が水田型の
農業地域類型に分類される。田面積は県内最
大の約 14,700haであり、約 34.5%のシェアを
占める。

中濃地域、東濃地域、飛騨地域は、中山間
農業地域に分類される市町村を多く抱え、田
面積および県内シェアはそれぞれ、約 7,700ha
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（約 18.2%）、約 6,800ha（約 16.0%）、約 5,000ha
（約 11.9%）である。

次に、地域別に主な農産物についてみると、
岐阜地域と西濃地域は枝豆やいちご、きゅう
りなどの施設野菜と富有柿が盛んに生産され
ており、とくに、西濃地域の海津市、大垣市、
養老町、池田町の南西では、米・麦・大豆の
土地利用型農業が中心となっており、大規模
水田経営が多く分布している。中濃地域と東
濃地域は、夏秋トマト、くり、酪農が盛んで、
中山間地域が多い飛騨地域は夏季の涼しい気
候を生かした夏秋トマト、夏ほうれんそうと

「飛騨牛」に代表される肉用牛が中心となる。
2022 年４月に公表された岐阜県の農業産

出額は 1,104 億円で、耕種部門が 679 憶円
（61.5％）、畜産部門が 424 憶円（38.4％）、加
工農産物が１億円（0.1％）の構成となって

いる。さらに、品目別割合をみると、野菜
32.0％、米 16.2％、鶏 18.6％、肉用牛 10.1％、
花き 5.9％、果実 5.5％、その他 11.7％の順と
なる。表１に、単一品目別の農産物産出額の
順位を示したが、最も金額が高い米を除いて
みると、比較的に単価が高いといえる畜産・
酪農関連農産物が含まれている。品目数が多
い野菜の中では、トマト 67 億円、ほうれん
そう 60 億円、いちご 28 億円となっており、
これらの品目は野菜の中でも岐阜県において
核となる農産物と位置づけられている。しか
し、こうした農産物の生産者の減少と高齢化
に伴い、作付面積は毎年減少を続けており、
農業生産者の確保が重要な課題となってい
る。

次に、農林業センサスから見た岐阜県農業
の特徴について簡単にふれることにする。

表２をみると、１ha未満の経営体の割合
が都府県（54.0％）、東海（68.8％）に対し、

図1　岐阜県の地域区分と水田面積
注 : 数字は水田面積を表す。( ) 内は県内シェアを示す。
資料 : 農林水産省 ｢作物統計調査｣ 2020

表1　農産物産出額の順位と構成割合

順位 農産物
 産出額
（億円）

構成比
（％）

1 　米 179 23.5
2 　鶏卵 155 20.3
3 　肉用牛 111 14.6
4 　トマト 67 8.8
5 　豚 62 8.1
6 　ほうれんそう 60 7.9
7 　生乳 39 5.1
8 　かき 37 4.9
9 　いちご 28 3.7
10 　ブロイラー 24 3.1

762 69.0
1,104 100

資料：農林水産省により作成。

計
農業産出額合計
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岐阜県は77.5％に達しており、静岡（67.2％）、
愛知（70.5％）、三重（58.6％）に比べても高
く、零細規模の経営体が多く存在しているこ
とがわかる。

次に、表出してはいないが、2015 年にお
ける第２種兼業農家の割合をみると、全国平
均 の 54.3 ％ に 対 し、 福 井 75.7 ％、 富 山
74.9％、滋賀 73.6％に次いで、岐阜は 73.1％
と全国４位になっている。要するに今井

（2010）が指摘したように、岐阜県は、工業
地域である中京経済圏の後背地に位置する兼
業地域の一つであり、農業的な特徴として、

「愛知県や静岡県の農業が工業開発の進展と
並行して近代化されてきた過程とは異なり、
工場通勤圏から外れた中山間地域の産業の衰
退と、通勤圏内の都市への若年労働力の流出
に伴う過疎化、また都市化した平坦地域周辺
農村の零細なままでの兼業農業化が進展した
ことが特徴」であるといえる。

このように、零細規模の経営体が多く存在
し、兼業農家の割合が高いなかで、借地によ
る農地流動化が進んでいることが確認できる

（表３）。全国の借地率はこの５年間に 5.2 ポ
イント上昇して 38.9％になっており、地域別
にみると、北陸と東海では５割を超えている

（北陸 58.3％、東海 51.1％）。東海地域の中で

は三重が 57.4％で最も高く、岐阜がこれに次
いで 56.6％となっている。さらに、この５年
間（15 － 20 年）に借地率が 10 ポイント以
上上昇した県は、富山、三重、岐阜、福井、
秋田であるが、岐阜は 11 ポイント上昇となっ
ており、西濃地域の大規模水田経営における
農地集積が進行していることが窺える。

３．岐阜県農地中間管理事業の取り組み

（1）推進体制と年度別主な取り組みの内容

岐阜県では、（一社）岐阜県農畜産公社を
農地中間管理機構として指定（2014 年３月）
しており、担い手への農地集積・集約化を進
めている。当公社は、1972 年６月に設立さ
れた財団法人岐阜県農業公社と 1973 年４月
に設立された社団法人岐阜県畜産開発公社が
1999 年４月に統合して生まれた組織である。
当公社は、岐阜県における農業の生産性向上

2005 2010 2015 2020
全国 22.3 29.3 33.7 38.9
都府県 23.4 31.3 38.5 45.4
東海 25.8 33.6 41.9 51.1
岐阜 26.0 36.4 45.6 56.6
静岡 23.8 29.1 35.4 40.8
愛知 26.9 32.8 41.6 50.1
三重 26.3 36.5 45.4 57.4
資料：農林業センサス各年版より作成。

表3　借入耕地面積率（％）

 5.0  10.0  20.0 30.0
～ ～ ～ ～

10.0 20.0 30.0 50.0 
100 1.6 3.3 18.0 29.7 52.6 14.7 8.2 8.5 6.4 4.5 2.4 1.0 0.9 0.8
100 1.5 3.4 18.5 30.6 54.0 15.1 8.4 8.7 6.4 4.3 1.9 0.6 0.4 0.3
100 2.0 5.3 26.4 35.1 68.8 12.9 5.8 5.0 3.5 2.0 1.0 0.4 0.4 0.3
100 1.1 3.6 33.7 39.2 77.5 10.8 3.8 2.6 1.7 1.5 0.8 0.4 0.5 0.3
100 2.0 9.1 25.2 31.0 67.2 11.9 5.5 6.4 5.1 2.4 1.0 0.2 0.2 0.1
100 3.3 5.3 26.2 35.7 70.5 12.9 5.6 4.4 3.0 1.7 0.7 0.3 0.4 0.4
100 1.1 1.9 20.2 35.4 58.6 16.7 8.6 6.4 4.0 2.6 1.5 0.6 0.5 0.4

資料：農林業センサスより作成。

全国
都府県
東海
岐阜
静岡
愛知
三重

表2　経営耕地面積規模別経営体数の割合（2020年）

計
経営
耕地
なし

0.3 ha
未満

0.3～
0.5

0.5 ～
1.0

1ha
未満

2.0 ～
3.0

3.0 ～
5.0

50ha
以上

1.0 ～
1.5

1.5 ～
2.0

表2　経営耕地面積規模別経営体数の割合（2020年）
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のとおりである。2016 年４月から公社と農
業会議をワンフロアー化し両者の連携を強化
している。また、同年10月に公社と農業会議、
担い手農業者組織である農業法人協会、稲作
経営者会議、稲作経営者会議青年部、農業参
入法人連絡協議会の６者の間で、連携協定を
締結し事業の活用促進に向けた連携を強化し
ている。

2017 年度には、公社内に「ぎふアグリチャ
レンジ支援センター」を新設し、担い手の確
保から農地集積までを一体的に支援してい
る。就農・就業支援、企業参入の推進、農業
法人の育成・経営強化、農福連携の推進、就
農応援隊の活動支援、農地中間管理事業の推
進を一体的に進めるようにした。また、地域
でのコーディネート活動の強化をはかるため、

並びに経営の安定に対する支援及び農業の啓
発普及を推進し、もって農業の健全な発展に
寄与することを目的としており、公社内に畜
産部門、農地部門、担い手部門、農福連携部
門、ぎふ清流ＧＡＰ部門の５部門を設置し、
岐阜県農業の発展に努めている。

2022 年現在の農地中間管理事業の推進体
制図を図２に示した。県域段階に、県域関係
機関・団体で構成する協議会組織を設置し、
連携した推進活動を展開しており、地域段階
では、重点推進地域での支援活動を展開する
ための関係機関・団体で構成する推進チーム
を設置している。では、年度別の取り組みの
推移についてみていく。

2016 年度から農地中間管理事業の推進体
制と状況における主な内容を整理すると以下

 

 
 

図２ 2022 年度農地中間管理事業推進体制図 
資料：（一社）岐阜県農畜産公社による。 

図２　2022年度農地中間管理事業推進体制図
資料 :（一社）岐阜県農畜産公社による。
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機構駐在員を２人から４人に増員し、農地最
適化推進委員等と連携したコーディネート活
動を強化した。とくに、多くの中山間地域を
有する地域（中濃・東濃、飛騨）の駐在員の
増員（２→３人）、中山間地域で駐在員未設
置の地域（西濃）への駐在員の配置（０→１
人）を実施した。また、畦畔管理労力の削減
を図るモデル地域を設置し、カバープランツ
種子吹付技術を用いた畦畔の利用条件を改善
する地区を２地区から５地区へ拡大した。

2018 年度には、岐阜県の 42 市町村のなか
で９市３町の農業委員会会長と機構の理事長
を中心として意見交換会を実施した。９市３
町の 12 地域を選定した基準については、①
耕地面積 500ha以上、②機構の活用率の低い
地域（15％以下）、③担い手の利用率（当時
の県平均 34.6％）及び機構活用率（当時の県
平均 30％）が県平均以下の地域とした。

2019 年度には、果樹産地協議会へ参画し
活動を行った。果樹作に限らずに他の作目に
おいても担い手確保は困難な状況であるが、
岐阜県はとくに、恵那市、中津川市、大野町
などの栗や柿産地において担い手確保が厳し
くなっている。そこで、柿産地である大野町
の果樹産地協議会に参画し、新規就農研修施
設の研修用農地として、機構が借受中間保有
を実施、研修修了後、新規就農する担い手へ
の貸付を実施した。また、柿振興会員 418 人
へのアンケート調査を実施し、会員の意向把
握と柿園マップを作成した。

こうした取り組みを含め、様々な推進活動
を通じて、担い手育成（法人化）による事業
の活用促進（2016年度～2020年度22法人）、
機構と農地利用最適化推進員等と連携した推

進活動（15 地区）、理事長（センター長）と
農業委員会長等との意見交換（2018 年度～
2020 年度：28 市町村）による事業を推進し
ている。

次は、重点推進地域を設定した推進活動に
ついてみることにしたい。

（２）重点推進地域を設定した推進活動

岐阜県は比較的に平地が多い西濃地域を除
けば県全体 83%の面積を中山間地域が占め
ている。中山間地域での耕地面積や農家戸数
が県全体の約５割を占め、農畜水産物の生産
や県土保全など重要な役割を果たしており、
本県農業の重要な一翼を担っている。しかし、
中山間地域においては、担い手の高齢化に加
え、担い手不足が深刻化しており、また、農
地に占める畦畔の割合が大きく、区画が小さ
いなど、農地条件が悪く、集落機能の維持や
農地の管理が困難になってきている。

このため、岐阜県では中山間地域の農地を
守るために、集落営農の組織化による担い手
育成や、担い手への農地集積による競争力の
強化、トイレなどの環境衛生施設の整備によ
る女性等の就農・就業促進のための総合的な
支援を行うことにより、中山間地域等の農業
構造の強化を図るために、2017 年に「中山
間地域等担い手育成総合対策事業」に着手し
た。

当事業により、「担い手育成重点推進地域」
を設定しており、具体的には以下のとおりで
ある。第１に、中山間地域において集落営農
の組織化による担い手育成を目指す「集落営
農育成タイプ」、第２に、担い手への新たな
農地集積に取り組む「農地集積推進タイプ」
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を設定した。とくに、「農地集積推進タイプ」
のうち、ⅰ.単年度で地域耕地面積の概ね
10％以上の新たな農地集積を目標とする地域、
ⅱ.単年度で概ね 10ha以上の新たな農地集積
を目標とする地域。但し、中山間地域では概
ね５ha以上の新たな農地集積を目標とする
地域を「農地利用集積モデル地域」と指定し
ている。

当機構では、こうした事業の地域区分にお
いて、表現の変更を行い、地域で実施してい
る取り組みの内容による再検討を行った。そ
の結果は次のとおりである（地域により重複

「農地集積＋農地整備など」もある）。
①地域での話しあい活動による農地の集積・

集約の推進（62 地区）
②農地整備事業等による条件整備を契機とし

た集積・集約の推進（42 地区）
③集落営農の組織化、法人化あるいは経営強

化支援による集積・推進（14 地区）であ
る。
取り組み内容からみると、農地の集積・集

約において最も基本的な方法ともいえる「地
域での話しあい活動」が最も多く、地権者の
同意と多額の費用が掛かる「農地整備事業等
による推進」は 42 地区、「集落営農の組織化
による推進」が 14 地区で少なくなっており、
新たな集落営農の組織化は簡単ではないこと

が考えられる。

４．岐阜県農地中間管理事業の実績と特徴

（1）地域別の特徴

まず、農地中間管理機構の開設後、毎年発
表される農林水産省の「農地中間管理機構の
実績等に関する資料」を通じて、岐阜県にお
ける農地中間管理機構を介さないものを含む
担い手への集積面積の状況を表４に示した。
担い手への集積率は機構を創設した 2014 年
30.1％から2021年は39.3％へ上昇しているが、
2023 年 度 の 推 進 目 標 の 面 積 43,212haの
78.0％までは程遠いともいえる。参考のため
に全国と東海地域である愛知県と三重県にお
ける担い手への集積率も示したが、愛知県と
三重県に比べると、ほぼすべての年度におい
て岐阜県が低いことがわかる（2）。

次に、農地中間管理事業による利用実績の
推移を表５に示した。事業開始年度である
2014 年度は他県でも見られるように、当事
業が地域に十分に浸透しきれない可能性があ
るので、939.4haにまでしか到達してないと
考えられる。

そこで、県機構は県内の担い手への当事業
の説明会と意見交換会を設けているが、担い
手からは、「契約期間が 10 年は長すぎるとの
理由で、事業活用を見送られることが多い」、

2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021
耕地面積（ha） 57,200 56,900 56,700 56,300 56,300 55,700 55,500 55,200
担い手への集積面積 （ha） 17,286 17,551 18,538 19,478 20,252 20,628 20,962 21,699
担い手への集積率 (％） 30.1 30.7 32.7 34.6 36.2 37.0 37.8 39.3

全国 50.3 52.3 54.0 55.2 56.2 57.1 58.0 58.9

愛知 31.7 33.9 34.1 35.3 36.9 37.6 40.0 41.0
三重 30.1 33.5 33.6 35.5 37.9 38.9 41.6 43.8
資料：農林水産省「農地中間管理機構の実績等に関する資料」各年度版による。

担い手への集積率 (％）

岐阜

表4　担い手への集積面積の状況（農地中間管理機構を介さないものを含む）表4　担い手への集積面積の状況（農地中間管理機構を介さないものを含む）
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「受け手の募集が年２回となっており、先送
りになるケースが多い」、「中山間地域では、
農地集積を進めるためには担い手への支援が
必要である、また、畦畔の管理作業が集積を
進めるうえで大きな障害となっている」、「条
件の悪い農地は基盤整備が必要であり、これ
以上の受託はほ場整備なしでは困難である」
といった意見が多かった。

こうした意見を踏まえて当機構では、機構
と県農業会議とのワンフロアー化により、農
地利用に関する各種相談（機構事業等農地の
権利移動、農地税制、年金、法人化、耕作放
棄地再生利用、農外企業参入等）にワンス
トップで対応できる推進体制を整備した。

また、貸借期間は 10 年を基本とするが、
所有者が希望する場合は概ね５年までに短縮
することを可能としたり、受け手の公募期間
を、原則年２回から随時実施に変更するなど
事業運用の改善を図った。そして、カバープ
ランツ（センチピートグラス等）種子吹付技

術を用いた畦畔の利用条件のモデル地域を設
定し、中山間地域などへの普及を図り、畦畔
管理労力が削減できるように取り組んだ。

また、各種会合等でのＰＲとこうした取り
組みの結果、2015 年度は 2,758.2haへ急増し、
2016 年度も 1,278.7haとなったが、漸次減少
傾向となり、2020 年度は再び 1,000ha台に増
加するものの、新規面積の割合は 2018 年度
をピークにして減少傾向である。

県全体 83%の面積が中山間地域にあるの
で、担い手の確保や農地集積においては条件
が厳しいことが予想されるが、実際、どうなっ
ているか平坦地域と中山間地域に分けて農地
貸付状況をみたのが表６である。

農地貸付状況は、平坦地域７割、中山間地
域３割となっており、予想したとおりの結果
ともいえる。中山間地域では地域住民の減少
など、地域と担い手との連携が取り難くなり、
畦畔管理などで担い手の負担が多くなってい
る。平坦地域においても、課題がないわけで

うち貸付面積
（ha）

うち新規面積
（ha）

同左比率
（％）

うち未貸付面積
（ha）

2014 939.4 939.3 65.0 6.9 0.1
2015 2,758.2 2,755.5 507.3 18.4 2.7
2016 1,278.7 1,280.8 382.1 29.8 -2.1
2017 968.8 968.7 244.3 25.2 0.1
2018 685.2 685.2 241.0 35.2 0
2019 737.1 737.6 202.2 27.4 -0.5
2020 1,119.3 1,119.0 247.7 22.1 0.3
2021 1,166.3 1,166.3 162.0 13.9 0
計 9,653.0 9,652.4 2051.6 178.9 0.6

資料：（一社）岐阜県農畜公社の資料による。

借受面積（ha）年度末

表5　岐阜県における借受・貸付面積の推移

注： 未貸付け面積は、中間保有した翌年度以降に貸付けた農地もあるので累計は一致しない。

表5　岐阜県における借受・貸付面積の推移

109岐阜県における農地中間管理事業の取り組みと今後の展望



はなく、既存の受け手の経営は上限規模に達
しつつあり、規模拡大が困難になっている。
労力確保、設備投資への負担が大きいため、
担い手が経営の安定を図ろうとすると、条件
の悪い農地を解約し（又は受けないで）、条
件の良いほ場を受けるという状況が発生して
いるという問題も存在する。図１に示したよ
うに、岐阜県は大きく５つの県域に区分する
ことができるが、さらに 10 地域に区分して、
農地中間管理機構による転貸実績を示したの
が表７である。やはり水田面積が最も大きく、

大規模水田経営が展開している西濃地域にお
ける実績が圧倒的に多くなっていることがわ
かる。一方、森林面積が多く、中山間地域で
の集落営農や個別経営が中心であり、野菜、
畜産が主に行われる中濃・東濃・飛騨地域で
は余り転貸面積が大きくない。

そこで、さらに、表８を通じて最も実績が
多い西濃地域についてみていく。累計面積順
からみると、海津市の実績が最も多く、その
次に養老町がある。海津市も養老町も機構の
事業開始の翌年である 2015 年における実績
がいずれも最も多くなっており、海津市は
徐々に減少する傾向がみられる一方、養老町
は 2017 年度の 25.4haまで減少するが、2018
年度からは増加傾向をみせている。

西濃地域の地域的特徴については、先述し
たが、西濃地域の中でもとくに海津市と養老
町は当機構による転貸実績が多い理由につい
て触れることにする。ただし、養老町につい
ては後述の事例紹介で詳しく述べることにし
て、ここでは海津市の特徴について簡単にみ
ることにしたい。海津市は、2005 年３月海
津郡の３町である海津町、平田町、南濃町が

平坦地域
（ha）

中山間地域
（ha）

計

2014 798 9 807
2015 2,226 549 2,758
2016 808 472 1,279
2017 571 397 968
2018 424 261 685
2019 431 306 737
2020 784 335 1,119
2021 816 350 1,166
累計 6,841 2,679 9,652

表6　地域別の農地貸付状況

資料： 表5と同じ。

表6　地域別の農地貸付状況

2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

岐阜 岐阜管内 401.9 300.6 88.0 218.7 89.0 128.1 294.0 308.6

西濃管内 387.0 1849.4 721.8 507.5 332.0 398.2 473.4 521.7

揖斐管内 18.4 125.3 74.8 54.8 51.0 50.1 136.3 109.1

中濃管内 32.3 10.6 12.8 12.7 19.0 16.7 1.2 5.7

郡上管内 53.6 12.8 15.9 8.0 8.6 24.6 14.2

可茂管内 53.8 71.4 58.2 18.6 13.0 21.4 29.5 60.4

東濃管内 12.0 23.8 17.2 5.0 8.4 12.8 10.6

恵那管内 43.0 254.8 197.6 81.4 57.0 36.5 56.4 66.4

下呂管内 40.4 38.1 13.8 65.0 25.4 19.8 27.9

飛騨管内 3.0 37.4 70.6 27.0 56.0 58.0 71.2 42.0

資料： 表5と同じ。

表7　地域別農地中間管理機構による転貸実績の状況　（単位：ha）

西濃

中濃

東濃

飛騨

表7　地域別農地中間管理機構による転貸実績の状況　（単位：ha）
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合併して誕生した。岐阜県の最南端に位置し、
西部・南部が三重県に、東部が愛知県に隣接
しており、東海地方の代表的一級河川である
木曽・長良川が東境を、揖斐川が中央部を流
れている。特徴としては、海抜が０～４ｍと
低く昔からこれらの河川が氾濫して運んでき
た土砂が沖積土壌となっている。そこで、土
を盛り上げて作った「堀田」と呼ばれる田で、
田舟を利用した米づくりが行われてきたが、
1940 年半ばから 1965 年代にかけて排水施設
の整備が進められ、「堀田」を埋め立てて水
田の整備が行われた。

さらに、昔から輪中特有の地形条件から農
業用水の確保に苦労するとともに、湛水被害

と排水不良に悩まされてきたため、1950 年
頃からほ場整備事業が実施された。その結果、
１～２ha区画の大規模な汎用化水田が整備
され、岐阜県の中でも比較的いち早く大規模
水田経営が展開することになった（3）。ちな
みに、地理的に不利な条件のもとで、その問
題を改善する対策として他の地域に比べて早
めにほ場整備が実施されたことがその背景に
あると考えられる。そこで、2020 年の経営
耕地規模別経営体数を当事業の実績が高い海
津市と養老町を岐阜県と比較して示したのが
表９である。

すでに表２でも示したように、岐阜県は小
規模経営が多数存在していることが特徴とも

2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 計
海津市 331.1 974.7 346.1 312.4 111.0 62.6 85.8 45.7 2,269.4

養老町 40.5 536.7 50.2 25.4 57.0 104.2 125.6 175.6 1,115.2

大垣市 116.0 44.6 16.4 62.0 90.1 146.5 173.2 648.8

垂井町 37.0 132.4 76.6 56.0 74.9 66.2 60.5 503.6

輪之内町 80.7 63.2 59.5 27.0 21.6 4.1 10.9 267.0

神戸町 15.4 58.3 62.6 9 11.0 18.1 19.8 41.3 235.5

安八町 41.6 10.2 8.2 7.0 12.6 13.2 3.3 96.1

関ケ原町 4.4 12.5 1.0 14.1 12.2 11.2 55.4

資料： 表5と同じ。

表8　西濃管内における農地中間管理機構による転貸実績の推移　（単位：ha）表8　西濃管内における農地中間管理機構による転貸実績の推移　（単位：ha）

岐阜県 海津市 養老町 岐阜県 海津市 養老町
1ha未満 16,294 419 239 77.5 70.8 51.2
1～5ha 3,982 131 178 18.9 22.1 38.1
5～10ha 305 10 12 1.5 1.7 2.6
10～30ha 259 6 21 1.2 1.0 4.5
30～50ha 105 12 9 0.5 2.0 1.9
50～100ha 48 7 5 0.2 1.2 1.1
100ha以上 22 7 3 0.1 1.2 0.6

計 21,015 592 467 100 100 100

規模別
経営体数 割合（％）

表9　岐阜県・海津市・養老町の経営耕地規模別経営体数

資料：2020年農林業センサスにより作成。

表9　岐阜県・海津市・養老町の経営耕地規模別経営体数
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いえるが、海津市の場合は、早くからほ場整
備が行われたことにより、大規模水田経営が
展開していることが確認できる。規模別に岐
阜県と比較してみると 30ha～ 50haにおいて
は 1.5 ポイント、50 ～ 100haにおいては１ポ
イント、100haにおいては 1.1 ポイントいず
れも海津市が高くなっており、とくに、県レ
ベルでの 100ha以上の 22 経営体のうち、７
経営体（38.2％）が海津市にある。

近年は、水稲・小麦・大豆による二年三作
体系が確立しており、水稲以外の作付けが困
難な水田においては、転換作物として飼料用
米や加工用米の作付けを推進している。また、
施設園芸も盛んに行われており、特に冬春ト
マトの生産量は県内の 80％あまりを占める
産地であり、新規就農者による参入も進んで
いる地域である。

ここまで、岐阜県全体における農地中間管
理事業の実績と地域的差異についてみてきた
が、次は、機構からの転貸先のなか認定新規
就農者に着目してみることにしたい。

（２）担い手育成機関との連携

上述したとおりに、岐阜県における農地集
積は、地域別に大きな違いがみられており、
とくに耕地の中で水田割合が高い、西濃地域
において集積が進んでいることが確認でき
た。

しかし、こうした比較的にほ場整備などの
条件が整っている地域や水田経営部門だけで
はなく、中山間地域や水田部門以外の樹園地
においても農地の集積や担い手確保のための
新規就農者の育成が必要とされる。とくに、
岐阜県は、都府県や東海地域における他県に

比べても65 歳以上の基幹的農業従事者の割合
が高い県（4）であり、新しい担い手の確保は欠
かせない。しかし、周知のように、新規就農
者の営農類型をみると、水稲部門よりは野菜
作において多く分布しているのが現実である。
したがって新規就農者が多い野菜作における
農地集積は面積からみて多くはない。しかし、
新規就農者の立場から農地の確保は、経営開
始において最も大きな課題となっている。

新規就農者の就農実態に関する調査結果－
令和３年度－、一般社団法人全国農業会議所、
全国新規就農相談センター、－令和４（2022）
年３月－によると、就農時に苦労したことに
ついて、「農地の確保」が 72.8％で最も高い
割合となっている。そこで、岐阜県における
新規就農者育成機関との連携による農地の集
積と有効活用に関する取り組みついて紹介す
る。

2017 年４月に（一社）岐阜県農畜産公社
内に「ぎふアグリチャレンジ支援センター」
が設置され、農業への新規参入などの就農相
談から、農業経営の法人化などの経営面での
支援を含め、多様化するニーズに対応するた
めのワンストップサービスを行っている。岐
阜県では、就農に必要な農業技術や経営ノウ
ハウを学ぶ研修施設や実施組織を備えている
ところを「就農研修拠点」として位置付けて
おり、岐阜県内の 18 ヵ所で取り組まれてい
る。

これらの取り組みのなかでとくに、岐阜県
の主要品目であるいちごやトマトを中心とし
ながら比較的に早い段階で新規就農研修事業
に取り組んでいる３つの事例について表 10

にまとめた。上記の 18 ヵ所の研修所のうち
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最も早い 2008 年に開設した「いちご新規就
農者研修所」は、ＪＡ全農岐阜が運営してい
る。園芸分野の中でも特に生産者の減少傾向
が大きかったいちごの産地規模の縮小を少し
でも食い止めるため、また、生産振興を図る
ために開始されたものである。
「岐阜県就農支援センター」によるトマト

栽培に関する研修事業は、岐阜県が実施して
いる就農支援研修として、2014 年４月海津
市に冬春トマトの新規就農者育成施設を建設
し、県が開発したトマト独立ポット耕に係る
栽培技術の研修を行っている。

また、中山間地域が多い飛騨地域ではＪＡ
ひだが夏季の涼しい気候を生かした夏秋トマ
トに取り組んでいる。以上の３カ所で実施さ
れている品目はいずれも施設野菜であり、独
立就農する際の経営面積はいずれも 15 ～

50a程度であり、水稲作に比べるとはるかに
小規模であるが、機構を含めてＪＡ、市町村
が連携して農地をあっせんするなど「ぎふア
グリチャレンジ支援センター」による担い手
確保から農地集積の一体的な支援を行ってい
る。表 10 は、新規就農研修事業を実施して
いる一部の実績しか示してないが、表 11 で
岐阜県における認定新規就農者に対する機構
から転貸の状況をみることにしたい。比較の
ため東海地域である愛知県と三重県の実績も
示してある。

機構発足当時から 2021 年度までの３県の
認定新規就農者に対する機構から転貸件数や
面積は、年により増減しており一定の傾向が
みられるわけではないが、累計件数や面積を
みると、岐阜県は 234 件、140.9haとなって
おり、愛知県と三重県に比べて約 2.5 倍の面

地域 研修所名 開設年度 品目
就農者累計

（機構活用者）
機構活用
面積（ha）

岐阜 JA全農岐阜いちご新規就農者研修所 2008 冬春いちご 50（20） 7.4

西濃 岐阜県就農支援センター 2014 冬春トマト 21（20） 7.7

飛騨 JAひだ飛騨地域 トマト研修所 2015 夏秋トマト 10（10） 4.7
資料： 表5と同じ。

表10　新規就農研修所の概要と機構活用実績表10　新規就農研修所の概要と機構活用実績

経営体数 面積 経営体数 面積 経営体数 面積
2014 4 1.5 0 0.0 0 0.0
2015 23 53.0 0 0.0 2 9.5
2016 19 13.5 3 2.0 3 4.2
2017 33 14.8 14 4.0 8 3.4
2018 32 15.7 10 5.9 9 13.6
2019 52 18.8 13 9.1 8 3.8
2020 43 14.9 40 19.0 2 1.1
2021 28 8.7 47 17.0 12 19.0
計 234 140.9 127 57.0 44 54.6

注：2014年度の数値は、2015年3月末時点のものであり、2015年度から2021年度までは当年4月から翌年3月の期間である。
資料：農林水産省「農地中間管理機構の実績等に関する資料」各年度版による。

岐阜県 愛知県 三重県
表11　認定新規就農者に対する機構から転貸先の状況表11　認定新規就農者に対する機構から転貸先の状況
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積であることがわかる。但し、2019 年度か
ら 2021 年度の３年間は件数や面積が減少し
ていることについては別途の分析が必要であ
るが、新型コロナによる影響であることが推
察される。

５．先進事例にみる取り組み　

ここからは３つの事例を取り上げて、農地
中間管理事業に関わる取り組みを紹介したい。

事例としては、平坦地域で人・農地プラン
により農地集積を実現している養老町（西濃
地域）、中山間地域で水田不向き農地を飼料
作物農地に有効活用している山県市（岐阜地
域）、中山間地域で新規就農支援によるモデ
ル団地化を通じて農地集積を行った高山市

（飛騨地域）であり、３事例とも「農地利用
集積モデル地域」にあたる。

（１）人・農地プランによる農地集積：養老

町（西濃地域）

1）地域概要と農業的特徴

養老町は岐阜県の南西に位置し、西に養老
山麓、東に海抜０m地帯を含む輪中地域にあ
り、2021 年度の作物統計による耕地面積を
みると、耕地面積 2,580haのうち、水田が
2,390haとなっており、水田率が 92.6％とき
わめて高い地域である（岐阜県平均 76.6％）。
ほ場は、伊勢湾台風直後に整備が進められた
ものが大部分で、用排水分離，パイプライン
の施工率が低く、排水条件の悪さから稲作が
農業の中心となっている。農地整備に関する
状況をみると、大区画整備ほ場は約 10％、
パイプライン施工は約 27％、用排水分離施
工は約 50％に止まる。2000 年頃に集落営農

が形成された当初は、転作作物として小麦や
大豆を中心に取り組んできたが、水管理の難
しい用排水未分離の湿田が多く畑作物の生産
が難しいことから、2007 年頃の飼料用米導
入以降は主食用米と同様の水管理で栽培可能
な飼料用米の生産が拡大されてきた。

2021 年における主要作付状況は、主食用
米 1,082ha、 飼 料 用 米 729ha、 加 工 用 米
62ha、小麦 197ha、大豆 146ha、キャベツ
32haである。

2021 年度における飼料用米の面積は岐阜
県全体の 24.2％を占めるほど、県内で飼料用
米を最も多く作付けしている地域である（5）。
最近の特徴として、キャベツの作付けが挙げ
られる。本町への農産物加工施設の建設が決
定してから、キャベツを中心に高収益作物の
作付けを推進してきた結果 32haまで拡大し
ており、50ha の作付けを目指している。

前掲表９に示したように、西濃地域に属す
る養老町における規模別農業経営体数をみる
と、５ha未満の場合、岐阜県 96.4％、海津
市 92.9％、養老町 89.3％となっており、岐阜
県はもちろん、西濃地域における農地中間管
理機構による転貸実績が最も多い海津市に比
べても小規模経営の割合が少ないことがわか
る。

海津市と比較してみると、50ha以上の大
規模経営体の分布は多くないが、10 ～ 30ha
の経営体が 3.5 ポイント高くなっており、集
落営農法人を含めて中規模経営体が活動して
いることがうかがえる。主な担い手として認
定農業者は 60（うち、法人 32）である。

２）人・農地プランの取り組み
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表 12 に当町の人・農地プランの策定まで
の経過についてまとめた。同町では、2011
年 12 月に地域水田農業推進協議会内でのプ
ラン策定に係る協議を本格的に開始した。そ
の後 2012 年１月から９月にかけて、地区農
業再生協議会の設立総会や人・農地プラン説
明やアンケート調査を実施し、2012 年９月
に１回目の人・農地プランが決定され、76
人が地域中心経営体に位置づけられた。アン
ケート調査の結果については、表 13 に示し
たとおり、調査対象農家 2,123 人（土地持ち
非農家含む）で、回答者は 1,564 人、回答率
73.7％である。毎年７月～９月に地区別プラ
ンの更新にかかわる検討会を開催して見直し
などを行っている。見直し検討会には、農業
委員、最適化推進委員、農事改良組合長、担
い手、農地中間管理機構、行政（県・町）、
ＪＡの関係者が参加している。

こうした人・農地プランの取り組みにより、
集積率の拡大・集約化の進展がみられ、2014
年の57％から 2021年には75.1％へ拡大した。

岐 阜 県 の 実 績 が 2014 年 30 ％、2021 年
39％であるのと比べてみると、はるかに高い
集積率であることがわかる。先述したように、
養老町は農地中間管理機構による転貸実績に

おいても岐阜県では２番目に高い地域であ
る。こうした結果、作業効率（生産性）の向
上とこれまではあまり作付けしなかった高収
益作物であるキャベツ生産拡大が実現され
た。

養老町において人・農地プランが短期間で
円滑に策定できた要因としては以下のことが
挙げられる。行政・ＪＡがリーダーシップを
発揮したこと、 行政・ＪＡと担い手との緊密

年　月 取り組み内容

2011年12月 ・地域水田農業推進協議会内でのプラン策定に係る協議を本格的に開始

2012年1月 ・地区農業再生協議会の設立総会で、人・農地プラン説明やアンケート調査の実施依頼

2012年2～3月 ・養老町水田農業担い手協議会研修会で、人・農地プランの説明やアンケート内容を説明
・アンケート実施 （３月に回収）

2012年4～5月 ・担い手会議の開催 ８会場で延127 人出席（担い手は100％出席）

2012年6～7月 ・「人・農地プラン」素案作成

2012年7～8月 ・地域検討会（担い手のいる地域・担い手のいない地域）の開催

2012年9月 ・町によるプラン検討会開催 ・プランの決定（9/28)

資料： 表5と同じ。

表12　人・農地プランの策定までの経過表12　人・農地プランの策定までの経過

主な質問
・何も問題ない 13.1
・耕作放棄地が増加 30.6
・地域の担い手がいなくなる 23.3
・農業者の高齢化が進む 67.7

・農業を継続 27.4

 ・いますぐやめたい 20.1

・５年内にやめたい 23.4

・10年後にやめたい 10.5

・規模拡大 1.2

・個別経営体がいる 29.0

・法人経営体がいる 24.7

・集落営農組織がある 27.8

・いない 22.8

・いる（現在、農業をしている）14.7

・いる（現在は農業をしていない） 26.3
・いない 50.4

・地域の担い手等に預ける 63.1

・農地を売りたい 7.6
・畑だけやりたい 25.3

資料： 表5と同じ。

表13　アンケート調査の結果
回答の割合％

農業をやめるとき農地を
どうしますか（将来やめ
ると回答した人への質問）

今後、あなたの農業経営
はどうしたいですか

あなたの集落・地域は何
もしないと10年後どう
なりますか

あなたの集落・地域に担
い手はいますか

農業経営を引き継ぐ後継
者はいますか

表13　アンケート調査の結果
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な連携ができたこと、担い手が比較的多く存
在していたこと、農地の多くが平坦地で耕作
条件が比較的整っていたこと、農地集積協力
金への取組気運があったことがそれである。

要するに、地域における農業的特徴（平坦
地・担い手の存在）と行政とＪＡとの連携が
大きかったといえる。養老町では、人・農地
プラン策定と農地中間管理事業などの取組に
よりさらに土地利用型作物の担い手への農地
集積が進んでおり、2022 年現在 28 地区にお
いて人･農地プランが作成されて、作成率は
93%と高い水準を達成している。地区別耕地
面積と主な経営体数の状況を表 14に示した。
地区により耕地面積の差が大きく、池辺地区
は 500haを超えているが、10haにも満たな
い地区もある。

３）「笠郷地区」の取り組み

人・農地プランを作成している 28 地区の
うち、「笠郷」地区の取り組みを簡単に説明
することにしたい。図３に示したが、笠郷地
区は、地区内耕地面積が 455haであり、養老
町で２番目に大きい地区である。地区内の中
心経営体への農地集積率は約 78％と高いが、
用排水分離されておらず、麦・大豆等の畑作
物の作付が困難で今後は高収益作物への転換
促進を図る必要がある。人・農地プランによ
り、2012 年 10 月に第１回目の目標地図を作
成した。その後 2019 年７月に実質化された
人・農地プランを作成し、直近の更新年月は
2021 年 12 月となっている。実質化された
人・農地プランにおける地区の現状について
みると、①地区内の耕地地面積 455 ㏊、②ア
ンケート調査等に回答した地区内の農地所有

者又は耕作者の耕作面積の合計 455ha、③地
区内における 70 才以上の農業者の耕作面積
　　表14　養老町における実質化された

地区名
地区内
耕地面積
（ha）

地区内主な
経営体数

池辺 514 11
笠郷 455 6
上多度(三郷) 217 13
日吉 195 6
室原 121 2
高田(押越) 91 3
多芸 88 4
高田(高田) 83 5
上多度(鷲巣) 58 1
高田(烏江) 56 2
広幡(西岩道・岩道) 54 2
小畑(江月) 53 2
 広幡(飯ノ木) 52 2
広幡(大跡) 48 3
高田(島田) 44 1
上多度(小倉) 42 1
小畑(飯田) 39 3
広幡(口ヶ島) 36 1
養老(沢田) 30 2
養老(上方) 30 1
上多度(南部) 29 3
小畑(祖父江) 28 2
小畑(大坪) 27 1
小畑(蛇持) 23 4
養老(桜井) 23 1
養老(竜泉寺) 14 1
養老(石畑) 8 1
養老(京ヶ脇) ⁻ ⁻

計 2,458 84

　　 はなく個人消費を目的とした畑が中心と

　　　より作成。
資料：養老町の実質化された人・農地プランに

注：養老（京ヶ脇）地区は、山間部であり水田

　　 なっている。

　　人・農地プランの概要
表14　養老町における実質化された

人・農地プランの概要
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の合計 77ha、ⅰ うち後継者未定の農業者の
耕作面積の合計 10ha、ⅱ うち後継者につい
て不明の農業者の耕作面積の合計 10ha、④
地区内において今後中心経営体が引き受ける
意向のある耕作面積の合計 30haである。

次に、目標地図の作成プロセスについてみ
ると、地権者・担い手等全員が参加して地図
を作成するのは困難だと考え、まずは現在耕
作をしている担い手だけを集めて会議を行っ
た。会議は担い手が率先して話し合い、必要
に応じてＪＡ・町が間に入り、１～２回の開
催で合意を得ることができた。その後２か月
程度で担い手の意向を基にプランの素案
(ゾーニング地図含む)作成が終わり、担い手
以外の者（農事改良組合・農業委員など）を
含めた地域検討会を開催した。会議終了後は、
農事改良組合長から地権者にゾーニング地図
についての内容を説明した（説明内容：将来
自分がリタイアしたときには、誰が耕作をし
てもらえるのか等）。

これまで利用権設定などで貸借を進めてき
た地区ではあるが、こうしたゾーニング地図
を作ったことでこの地区はこの人がやるとい

うことが地域で合意形成されたため、集約化
が進んだ。こうした取り組みの結果、笠郷地
区の水田は、６経営体が農業経営を担い、稲
作・露地野菜等を中心に作付けを行いプラン
に基づいた集積を進めていく方針であり、園
芸作物は、中心経営体である３経営体が担っ
ていくことにした。

最後に養老町が抱えている課題とその対応
についてみたい。課題として、第１に、小区
画の圃場や狭小な農道、用排兼用の水路によ
り、効率的な農業の展開や高収益作物生産に
支障が生じていること、第２に、米価の低迷、
燃料・資材費の高騰により、担い手の経営を
圧迫していること、第３に、農地中間管理事
業の活用による集積面積が 1 ／ 2 程度である
ことである。こうした課題に関する対応策と
して、農地中間管理機構関連事業や経営体育
成基盤整備事業を活用して基盤整備を促進す
る計画である。

実際、機構関連事業として、2022 年度～
2027 年度に室原小栗栖地区の 12.4haの基盤
整備が承認され、2025 年度から工事が実施
される予定である。基盤整備が完了すると、

図 3　笠郷地区の 2012 年と 2021 年における集積状況
資料：表 5 と同じ。 

117岐阜県における農地中間管理事業の取り組みと今後の展望



生産性向上による低コスト農業の推進と高収
益作物（キャベツ等）の生産拡大が期待され
ている。また、今後も担い手への支援充実、
担い手と行政・関係機関（ＪＡ、機構等）と
の連携を強化し、農地中間管理事業への円滑
な移行が行われるように取り組んでいく考え
である。

（２）中山間地域おける水田不向き農地を飼

料作物農地に利用：山県市（岐阜地域）

１）山県市の概要と農地中間管理事業の実績

山県市は、岐阜県の南部、岐阜市の北側に
位置し、地勢は山地丘陵部が多い中山間地域
である。農業は、水稲を基幹作物として野菜、
果樹などが主な作物となっており、2021 年
度の耕地面積は 1,080haでそのうち、田は
821ha、畑は 257haである。

当市は、水田面積の約４割に主食用米を作
付している。また、担い手により農地の集約
を図り、麦、大豆、飼料用米、飼料作物等を
作付けしているが、自己保全管理など不作付
地が約３割弱を占めており、担い手不足、高
齢化による労働力不足や鳥獣による農作物へ
の被害により、今後も不作付地の増加が懸念
されている。

経営耕地規模別農業経営体数（2020 年農
林業センサス）をみると、１ha未満が 82.8％
を占めて、小規模経営が主流となっていると
言える。20 ～ 30haが１経営体（0.3％）、30
～ 50haが 1 経営体（0.3％）、50 ～ 100haが
２経営体（0.7％）である。

当市における農地中間管理機構による転貸
実績の推移をみると、2015 年（0.6ha）
→ 2016 年（9.6ha）→ 2017 年（146.9ha）

→ 2018 年（20.0ha）→ 2019 年（38.2ha）
→ 2020 年（36.3ha）→ 2021 年（28.6ha） で
累計面積は 280.2haである。他の市町でも見
られるように、当事業のＰＲ効果や契約の切
り替えなどにより事業開始の３年後は面積が
一挙に拡大するが、次第に横ばいまたは減少
する傾向がみられる。

当市は小規模経営が主流となっており、集
落営農も６つしかなく、集落営農を除いた法
人経営体も５法人未満であり、大規模の面積
を引き受ける経営体がそもそも少ないことも
影響していると考えられる。

こうした状況の下でも、地域の事情を踏ま
えた農地集積に取り組んでいる伊自良地区の
事例を紹介する。岐阜県における特徴につい
て先述したとおり、酪農は中濃や東濃地域、
肉用牛は飛騨地域で盛んであり、岐阜や西濃
地域でも一部の経営は存在するがわずかであ
る。

これから紹介する事例は、岐阜地域にある
山県市で乳用牛と肉用牛を飼育する畜産経営
が飼料作物の自給化をはかるため農地集積に
取り組んだケースである。

２）地区の概要

伊自良地区は、山県市の西部の中山間に位
置し、水稲や施設野菜を栽培する地域で、小
規模の農地が多く、区画整備が未整備の地区
である。また、農家の高齢化が進み、小規模
農家が多く、経営の継承などが課題となって
いる。

水田中心の地区であるが、中山間地域でも
あり代かき時期には取水困難な状況になる場
合もあり、農業機械の買い替え困難で農業が

118



続けられないケースが増加していた。そして、
従来から個人間の貸し借りが主体で、実態が
把握されておらず、鳥獣被害や遊休農地の増
加傾向が課題となっていた。

当地区における主な担い手は、法人経営体
が水稲１社、しいたけ１社、にんにく栽培・
加工１社、施設園芸（いちご） １社、施設園
芸（いちご）・ぶどう・さつまいも１社、畜
産（乳牛、肥育和牛）１社であり、個人経営
体としては、 しいたけ１戸、施設園芸（いち
ごなど）１戸となっている。このように水稲
関係の法人経営体は１社しか存在しておらず、
多くが個人経営では農地の集積・集約化が進
んでいない。

３）�畜産経営における飼料自給化による農

地集積

当地区で唯一の畜産経営である法人のＫ経
営は、乳牛 35 頭、和牛 60 頭を飼育しており、
以前から多くはないが、農地を借りて粗飼料
栽培に取り組んでいた。当地区は、平地の農
地と水田に不向きの農地がある地域で、農家
の高齢化により耕作放棄地の増加が進んでお
り、長年、個人間での口頭による賃貸が多かっ
たので、実態が把握できていない農地もあり、
将来について話し合う機会もなかった。

それが 2018 年になってＫ経営が、自家飼
料自給率向上のため「人・農地プラン」を通
して、20haの牧草地を耕作することを目標
とし、2018 年度畜産・酪農機械導入事業で
機械リースの助成を受け、牧草刈り取り機一
式を導入した。これを契機に 2019 年に伊自
良地区の農業者を集め話し合いを行った。水
利組合長、農事改良組合長が招集し農業委員、

農地利用最適化推進委員、山県市、農地中間
管理機構職員が出席した（農家 20 人程）。山
県市より市内他地区の農地集積事例の紹介を
行い、農地中間管理機構職員より農地中間管
理事業についての説明をすることで、事業へ
の理解が深まった。

とくに、農業委員、農地最適化推進委員に
よる地区内農家の個別相談や個別対応を実施
して意向を把握し、山県市を貸し付け希望の
相談窓口として、多くの貸し付け希望・相談
を受けるといった役割分担を通じて地域での
合意形成が実現することになった。

また、先に農地中間管理機構を通して貸し
付けた人の話を聞いた貸し付け希望者からの
相談が、山県市や農業委員にあり、まだ貸し
付けしていなかった農地の担い手への転貸が
行われた結果、Ｋ経営の農地の集積・集約化
の 目 標 で あ る 20haを 超 え て、2019 年
16.4ha、2020 年 26.8ha、2021 年 28.1ha、
2022 年 34haまで増加することとなった。図

４は、Ｋ経営が借り受けている農地の一部を
示したものである。

Ｋ経営はこれからも飼料作物の栽培拡大を
考えており、これまでは主にイタリアンライ
グラスを栽培してきたが、今後はＷＣＳ稲の
栽培への転換も計画している。

当地区において早期に農地が集積された要
因としては、上記のように農地中間管理事業
に携わった関係機関・団体などの役割も多
かったうえに、一般の水田は使用貸借で賃料
が無いが、飼料作物として貸す場合は賃料が
発生するので、貸し手側にも好評で、早期に
目標面積を確保できたのではないかと考えら
れる。
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農地の条件が厳しく、水田関係の担い手が
確保できない状況にはあったが、出し手側か
らも「水稲作付けが不向きな水田はとくに、
将来の農地維持に不安を感じていたが、受け
手と長期契約ができ安心した」などの声があ
るし、受け手のＫ経営からも「農地が集約化
されたことで作業時間の短縮が可能になった
こと、また飼料用作物の作付け規模拡大に伴
い、牧草の購入費の削減を図ることができた
こと、畜産堆肥などの資源循環型農業の実践
が可能になった」という高い評価を受けてい
る。

Ｋ経営における飼料作物の栽培計画により
伊自良地区における農地集積が図れるように
なったが、こうした取り組みを契機に、農事
組合法人からの申し出により、水田の貸し借
りが増えつつあり、いちごやしいたけの新規
就農者も現れた。東海環状線高富ＩＣ開通

（2020 年）により、伊自良地区に将来を見据
えた体験農園（企業３社と官民連携事業）
3.5haの企業参入があり、農地の貸し借りの
機運が高まってきている。

しかし、Ｋ経営はこれからも飼料作物の栽
培面積の拡大を計画しているとは言え、飼育

頭数や労働力などを考慮すると規模拡大には
限界があるので、Ｋ経営だけの取り組みだけ
ではなく、農家の高齢化および小規模農家が
多い状況で、どのように農地集積につなげて
いくかが課題となっている。

（３）新規就農支援によるモデル団地化と農

地集積：高山市（飛騨地域）

１）地域概要

高山市は岐阜県の北部、飛騨地方の中央に
位置し、2005 年に周辺９町村との合併を経
て現在に至っている。面積は 2,177.67㎢であ
り、市としては日本一の面積である。面積の
92％は森林で、標高は 436mから 3,190mと
高低差が大きい中山間地域である。内陸性気
候で寒暖の差が大きく、特に夜間の冷え込み
が厳しい。農業生産は、「飛騨ほうれんそう」
をはじめ「飛騨トマト」など高冷地野菜が農
業販売額の 44％を占める。また「飛騨牛」
として全国ブランドとなった肉用牛をはじめ
とした畜産が盛んである。

２）新規就農研修事業の取り組み

高山市、飛騨市、白川村を対象とする飛騨
地域において夏どりほうれんそうや夏秋トマ

図 4　K 経営体が借入している耕地の一部 
資料：山県市により作成。
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トの栽培が普及されたのは、1960 年代に遡
る（6）。

高山市では、農業者の高齢化が進展し、離
農する農業者の増加が懸念されており、県内
最大のほうれんそう・夏秋トマト等の産地を
維持・強化するためには、新規就農者の育
成・確保が課題となっていた。そこで、2009
年に市、農業委員会、県、ＪＡ、（一社）岐
阜県農畜産公社、市指導農業士会等が連携し、
高山市就農移住支援ネットワーク会議を設置
した。さらに、地元への対応を充実し、2012
年に高山市就農支援協議会を設置し、新規就
農希望者の就農相談から研修、新規就農、就
農後のフォローアップまで一貫したサポート
を行っている。新規就農の支援体制について
みると、高山市就農支援協議会の事務局レベ
ルで高山市就農支援協議会支援チームを設け、
メンバーは、県・市・ＪＡ・農畜産公社で構
成されている。チームの役割分担（補助事業
や指導支援は全部署共通である）は、県が資
金と給付金関連、市は全体的窓口と各種支援
事業、ＪＡは資材全般と資金関連、公社は農
地全般と投資資金関連を担当している。

表 15に新規就農の実績を品目別に示した。
年により増減はみられるが、毎年 25 ～ 30 人
前後が新規就農する状況である。2021 年は
18 人で、以前に比べてやや少なくなってい
るのは、新型コロナの影響ではないかと推測

される。
品目からみても飛騨地域の主な農産物であ

るトマトとほうれんそうが中心となってい
る。

３）新規就農者モデル団地化による農地集

積

高山市では、新規就農者モデル団地として
指定している「法力中根団地」と「大萱坪野
団地」があり、さらに 2017 年にモデル地域
として指定した「町方上野団地」があるが、
こうした団地育成の取り組みについてみてい
こう。

新規就農研修を行う主体からみて最も大事
なことは、栽培技術や経営能力を身に着ける
ように指導することもあるが、研修終了後ス
ムーズに地域に独立就農できるかが何より重
要であり、そのためには農地の確保が要と
なっている。研修生は研修１年目の夏には農
地を確定しなければならない。そのため、毎
年５人程度の農地（１経営体当たり経営規模
50a）の確保を継続する必要があるが、なか
なか農地所有者の理解が得られず、新規就農
者の農地確保が課題となっていた。

そこで、当組織では「新規就農団地化構想」
を立てて 2015 年から就農地を探して各営農
団地等を巡回しながら農地中間管理事業の制
度説明と合わせて団地化構想計画（機構への

2016 2017 2018 2019 2020 2021 計
28 33 25 26 33 18 163

トマト 12 19 11 12 7 9 70
ほうれんそう 8 9 12 8 17 3 57
その他 8 5 2 6 9 6 36

資料： 表5と同じ。

新規就農者数

品
目

表15　高山市における新規就農の実績表15　高山市における新規就農の実績

121岐阜県における農地中間管理事業の取り組みと今後の展望



白紙委任）の理解を求めた。こうしたなかで
高山市の法力中根団地内でまとまった不耕作
農地を見つけ、約２ヵ年をかけ農地交渉を行
い一農家から約５haのまとまった農地を確
保することができた。

しかし、確保した農地は 1970 年代に露地
野菜栽培用に開発された農地であり、傾斜が
２～８％程度あり、施設園芸には向いていな
かった。そこで、集積した農地を施設園芸用
に改良する手立てを検討していたところ、同
じ時期に国交省が中部縦貫自動車道の建設工
事を高山インターから丹生川町坊方地区にか
けての工区で開始するところであった。この
工区は、高山市でも営農が盛んな地域であり、
特に耕土が深く優良な農地を有する農業地帯
である。そこから発生する優良な耕作土（残
土）を農地集積の嵩上げや客土に使用するこ
とになり、露地栽培地から施設園芸農地への
転換ができるようになった。もちろんこうし
た取り組みには、地権者への了解と国交省の
協力などが必要であったが、こうした課題に
ついては、高山市就農支援協議会の支援チー
ムの関係者との調整が大きな役割を果たし
た。

また、コーディネート活動として、地域で
の話し合いを６回、既存の担い手の代表者・
地権者への戸別訪問を８回実施するなど丁寧
な意見調整を行った。

こうした取り組みは当初は新規就農者向け
の集積農地確保の取組であったが、工事の進
捗状況と相まって、地域の担い手からの賃借
希望が増加した。そこで、地権者とも相談し
て、集積した農地を当初の趣旨に基づいて

「法力中根団地」と「大萱坪野団地」という
新規就農者を中心としたモデル団地用として
位置づけた。

農地あっせんの基準としては、新規就農者
がトマト栽培等園芸品目で生活できる面積と
して概ね 50 ａとして設定している。そこで、
３つの団地における実績についてみていこう

（表 16）。３つの団地で最も面積が大きい法
力中根団地で転貸を受けた新規就農者は 17
人であり、大萱坪野団地では９人、町方上野
団地では３人となっている。担い手への農地
集積率は団地により異なるが３団地平均して
86.1％となっており、高い集積率が実現して
いる。また、農地中間管理事業を活用したの
は３団地を合わせて 24 件の 14.6haである。

図 5　着手前の急勾配な圃場と着工後の様子
資料：高山市就農支援協議会による。 
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園芸団地は地目が畑で施設園芸用となってお
り、稲作関係の水田のような大面積ではない。
しかし、中山間地域に位置する３団地を重点
推進地域に定め、うち２団地を園芸品目で就
農する新規就農者の農地確保のための重点推
進地域に定めてコーディネート活動を進めた
取り組みが評価され、高山市就農支援協議会

（支援チーム）が 2019 年度の全国優良経営体
表彰（担い手づくり（農地）部門）において、
農林水産大臣賞を受賞した。

施設園芸においては、労働力の確保が大き
な課題であり、農地は空いているが規模拡大
ができない状況が生まれている。対応策とし
ては、経営体の見直しや新規就農者等の誘
致・確保に合わせて優良農地を確保し利活用
することが重要であると考えている。

将来的には、新規就農者の育成を含め各地
域で新規就農者モデル団地を確保し、地域の
活性化を図ることを計画している。

６．おわりに

本稿の目的は、岐阜県における農業的な特
徴と、農地中間管理事業の推進体制と取り組
み内容について整理すること、農地中間管理
事業に関する全体の実績と地域的差異を検討
したうえで、地域による先進事例の取り組み
を確認することである。農地中間管理事業が

法力
中根

大萱
坪野

町方
上野

計

団地内面積（ha） 35.3 22.8 13.2 71.3
担い手集積面積（ha） 28.2 20.6 12.6 61.4
　うち機構活用面積（ha） 8.2 1.9 4.5 14.6
担い手集積率（％） 79.9 90.4 95.5 86.1

団地名

表16　モデル団地の実績

資料：高山市就農支援協議会により作成。 
注：法力中根団地は 2020 年度、大萱坪野団地と町方上野団地は 2018 年度実績である。

スタートした翌年である 2015 年から毎年、
「農地中間管理機構に関る資料」が公表され
ており、農地中間管理機構を介さないものを
含めた担い手への集積面積の状況をみると、
岐阜県の 2021 年度の集積率は 39.3％であり、
全国の集積率 58.9％を下回る。また、機構の
借入、転貸面積からみる機構の寄与度に基づ
く順位は 38 位であり、この順位も高くない。
数字がすべてはないが、集積率を上げるため、
岐阜県農畜産公社は、「信頼できる農地の中
間的受け皿」として、毎年継続する取り組み
に加えて、さらに集積化に貢献するため多様
な取り組みを展開している。

しかし、地域的な差異も多く、西濃地域や
岐阜地域に比べ、中山間地域が多い中濃地域、
東濃地域、飛騨地域はまだ集積率が低い。こ
の地域における集積率を上げない以上、目標
を達成することは厳しいかもしれない。先進
事例で確認したように、中山間地域において
は、畜産経営における粗飼料栽培や新規就農
研修事業の連携により各経営における効率的
な経営の実現と農地の集積化に貢献している
ことが確認できた。しかし、今後担い手の高
齢化がさらに進むことが予想される樹園地や
集落営農組織に関しては、これまでの取り組
みだけでは、厳しいことが予想される。

こうした課題については、県としても重要
な事案として認識しており、中山間地域農地
を守るために、集落営農の組織化による担い
手育成や、担い手への農地集積による競争力
の強化、トイレなどの環境衛生施設の整備に
よる女性等の就農・就業促進のための総合的
な支援を行うことにより、中山間地域等の農
業構造の強化を図るために、2017 年に「中
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山間地域等担い手育成総合対策事業」に着手
した。本稿では、取り上げることができな
かったが、集落営農組織の法人化に踏み出す
事例も中山間地域で現れてきている。

また、地元負担が軽減される機構関連農地
整備事業（県営経営体育成基盤整備事業）が
県内の４ヵ所で実施されており、今後２ヵ所
が候補として挙がっている。このように、農
地整備事業との連携による活動も推進されて
いる。

県全体 83%の面積が中山間地域であるが、
こうした取り組みの展開によりまだ伸びしろ
は十分にあると考えられる。
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注
（1）初年度の実績ではあるが、富山、福井、秋田、新潟な

どの実績が高い県に関する状況については、安藤
（2016）を参考。

（2）統計表（農林業センサス）に用いた全国農業地域区分
における東海地域は、岐阜県、静岡県、愛知県、三重
県であるが、農地中間管理機構で用いている東海地域は、
岐阜県、愛知県、三重県となっており、本稿では農地
中間管理機構で用いている分析対象により東海地域を
区分している。

（3）海津市における大区画ほ場整備事業と農業構造につい
ては、荒井聡（2017）第５章に詳しい。

（4）2020 年農林業センサスによる「基幹的農業従者のうち
65 歳以上の割合をみると、都府県 71.2％、東海 72.3％
に 対 し、 岐 阜 県 は 80.2 ％ で あ る。 さ ら に、2005 年
72.4％、2010 年 74.5％、2015 年 77.6％で増加する傾向
である。

（5）養老町における飼料用米の取り組みについては、李侖
美・谷口信和（2023）を参考。

（6）飛騨地域における野菜産地の展開については、今井健

編著（2010）第４章　高冷地野菜産地の展開と課題－
飛騨地域－、71–90 に詳しい。
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